
職場におけるハラスメント
防止対策

茨城労働局雇用環境・均等室



次第

法律のあらまし（男女雇用機会均等法／育

児・介護休業法／労働施策総合推進法）

派遣先への適用

４つのハラスメント防止対策

新たなハラスメント防止対策（カスタマー

ハラスメント、求職者等に対するセクシュ

アルハラスメント）

事業主が講ずべき措置



① 募集・採用、配置、昇進等における性別を理由とする差別の禁止

② 婚姻・妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止

③ セクシュアルハラスメント対策

④ 妊娠、出産等に関するハラスメント対策

⑤ 母性健康管理措置

（1）男女雇用機会均等法

（２）育児・介護休業法
① 育児休業（産後パパ育休を含む）

② 短時間勤務制度

③ 所定外労働の制限

④ 子の看護等休暇

⑤ 法定時間外労働、深夜業の制限

① 介護休業

② 短時間勤務制度

③ 所定外労働の制限

④ 介護休暇

⑤ 法定時間外労働、深夜業の制限

⑥ 育児休業、介護休業等を理由とする不利益取扱いの禁止

⑦ 育児休業、介護休業等に関するハラスメント対策

⑧ 事業主が講ずべき措置（育児・介護休業等の周知、育児休業取得状況の公表など）

（３）労働施策総合推進法（パワーハラスメント関連）
① パワーハラスメント対策

育児のための制度 介護のための制度
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１ 法律のあらまし



① 労働者派遣の役務の提供を受ける者が

② その指揮命令の下に労働させる派遣労働者の当該労働者派遣に係る就業に関しては、

③ 当該労働者派遣の役務の提供を受ける者もまた、

④ 当該派遣労働者を雇用する事業主とみなして、

⑤ 男女雇用機会均等法／育児・介護休業法／労働施策総合推進法第〇条、第〇条…を適用する。

派遣法第47条の２／第４７条の３／第４７条の４

（1）根拠条文

要約

① 派遣先が

② 指揮命令する派遣労働者の就業に関しては

③ 派遣先も

④ 派遣労働者を雇用する「事業主」とみなして

⑤ 均等法／育児・介護休業法／労働施策総合推進法第〇条…を適用する。
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２ 派遣先への適用



① 妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止（第９条第３項）

② セクシュアルハラスメント対策（第１１条第１項、第１１条の２第２項）

③ 妊娠・出産等に関するハラスメント対策（第１１条の３第１項、第１１条の４第２項）

④ 妊娠中及び出産後の母性健康管理に関する措置（第１２条、第１３条第１項）

男女雇用機会均等法（派遣法第４７条の２）

（２）派遣先に適用されるもの

⑤ 育児休業、介護休業等を理由とする不利益取扱いの禁止（第１０条他）

⑥ 育児休業、介護休業等に関するハラスメント対策（第２５条、第２５条の２第２項）

育児・介護休業法（派遣法第４７条の３）

⑦ パワーハラスメント対策（第３０条の２第１項、第３０条の３第２項）

＜１＞ ４つのハラスメント対策 （ ②セクハラ＋③マタハラ＋⑥育介ハラ＋⑦パワ

ハラ ）

＜２＞ 妊娠・出産、育児休業等を理由とする不利益取扱いの禁止 （ ①＋⑤ ）

＜３＞ 妊娠中及び出産後の母性健康管理に関する措置 （ ④ ）

まとめると

労働施策総合推進法（派遣法第４７条の４）
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２ 派遣先への適用



◎H18改正(措置義務)
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３ ４つのハラスメント防止対策

①セクシュアルハラスメント：「職場」において行われる、「労働者」の意に反する「性的な言

動」に対する労働者の対応によりその労働者が労働条件について不利益を受けたり、「性的な言

動」により就業環境が害されること

事業主は、職場において行われる性的な
言動に対するその雇用する労働者の対応
により当該労働者がその労働条件につき
不利益を受け、又は当該性的な言動によ
り当該労働者の就業環境が害されること
のないよう、当該労働者からの相談に応
じ、適切に対応するために必要な体制の
整備その他の雇用管理上必要な措置を講
じなければならない。

男女雇用機会均等法（第１１条）



◎H28改正(措置義務)
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３ ４つのハラスメント防止対策

②妊娠・出産等に関するハラスメント：「職場」において行われる上司・同僚からの言動（妊

娠・出産したこと、育児・介護休業等の制度等の利用に関する言動）により、妊娠・出産した

「女性労働者」や育児・介護休業等の制度等を利用しようとした又は利用した 「男女労働者」

の就業環境が害されること

事業主は、職場において行われるその雇
用する女性労働者に対する当該女性労働
者が妊娠したこと、出産したこと、労働
基準法第六十五条第一項の規定による休
業を請求し、又は同項若しくは同条第二
項の規定による休業をしたことその他の
妊娠又は出産に関する事由であつて厚生
労働省令で定めるものに関する言動によ
り当該女性労働者の就業環境が害される
ことのないよう、当該女性労働者からの
相談に応じ、適切に対応するために必要
な体制の整備その他の雇用管理上必要な
措置を講じなければならない。

男女雇用機会均等法（第１５条）



◎H28改正(措置義務)
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３ ４つのハラスメント防止対策

③育児・介護休業等に関するハラスメント：「職場」において行われる上司・同僚からの言動

（妊娠・出産したこと、育児・介護休業等の制度等の利用に関する言動）により、妊娠・出産し

た「女性労働者」や育児・介護休業等の制度等を利用しようとした又は利用した 「男女労働

者」の就業環境が害されること

事業主は、職場において行われるその雇
用する労働者に対する育児休業、介護休
業その他の子の養育又は家族の介護に関
する厚生労働省令で定める制度又は措置
の利用に関する言動により当該労働者の
就業環境が害されることのないよう、当
該労働者からの相談に応じ、適切に対応
するために必要な体制の整備その他の雇
用管理上必要な措置を講じなければなら
ない。

育児・介護休業法（第２５条）



◎R1改正(措置義務)
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３ ４つのハラスメント防止対策

事業主は、職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であって、
業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する労働者の就業
環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対
応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなけ
ればならない。

労働施策総合推進法（第３１条）

④パワーハラスメント：

職場において行われる ① 優越的な関係を背景とした言動であって、

② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③ 労働者の就業環境が害されるもの

であり、①から③までの３つの要素を全て満たすもの
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３ ４つのハラスメント防止対策

④パワーハラスメント



◎R７改正(措置義務)
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４ 新たなハラスメント防止対策

事業主は、職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その
他の当該事業主の行う事業に関係を有する者の言動であって、その雇用す
る労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らして社会通念上許容さ
れる範囲を超えたものによりその当該労働者の就業環境が害されることの
ないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体
制の整備、労働者の就業環境を害する当該顧客等言動への対応の実効性を
確保するために必要なその抑止のための措置その他の雇用管理上必要な措
置を講じなければならない。

労働施策総合推進法（第３３条）

カスタマーハラスメント：職場において行われる

① 顧客等の言動であって、② その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の事情に照らし

て社会通念上許容される範囲を超えたものにより、③ 労働者就業環境が害されるもの

であり、①から③までの３つの要素を全て満たすもの



◎R７改正(措置義務)

12

４ 新たなハラスメント防止対策

事業主は、求職者その他これに類する者として厚生労働省令で定めるもの
（以下この項及び次項並びに次条において「求職者等」という。）による
その求職活動その他求職者等の職業の選択に資する活動（以下この項及び
同条第一項において「求職活動等」という。）において行われる当該事業
主が雇用する労働者による性的な言動により当該求職者等の求職活動等が
阻害されることのないよう、当該求職者等からの相談に応じ、適切に対応
するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなけれ
ばならない。

男女雇用機会均等法（第１３条）

求職者等に対するセクシュアルハラスメント：「求職活動等」において行われる、「求職者

等」に対する、「労働者」からの「性的な言動」により「求職活動等」が阻害されること
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５ 事業主が講ずべき措置

妊娠・出産等、
育児・介護休業
等に関するハラ
スメント

求職者等に対
するセクシュ
アルハラスメ
ント

セクシュア
ルハラスメ
ント

カスタマー
ハラスメン
ト

パワーハ
ラスメン
ト

〇〇〇〇〇
ハラスメントの内容、方針
等の明確化と周知・啓発

〇〇〇〇〇
行為者への厳正な対処方

針、内容の規定化と周知・
啓発

〇
カスタマーハラスメント

への対処の内容の周知・啓
発

〇
求職活動等に関するルール
の明確化と周知・啓発

〇〇〇〇〇
相談窓口の設置と周知

〇〇〇〇〇
相談に対する適切な対応

〇〇〇〇〇
事実関係の迅速かつ正確な
確認
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５ 事業主が講ずべき措置

妊娠・出産等、
育児・介護休業
等に関するハラ
スメント

求職者等に対
するセクシュ
アルハラスメ
ント

セクシュア
ルハラスメ
ント

カスタマー
ハラスメン
ト

パワーハ
ラスメン
ト

〇〇〇〇〇
被害者に対する適正な配慮
の措置の実施

〇〇〇〇
行為者に対する適正な措置
の実施

〇〇〇〇〇
再発防止措置の実施

〇
対応の実効性を確保する

ために必要な抑止のための
措置

〇〇〇〇〇
当事者等のプライバシー

保護のための措置の実施と
周知

〇〇〇〇〇
相談、協力等を理由に不

利益な取扱いをされない旨
の定めと周知・啓発

〇
業務体制の整備など、事

業主や妊娠等した労働者等
の実情に応じた必要な措置



各種ご案内

事例動画など役立つコンテンツを掲載
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